（様式３－１：単独１事業者による申請の場合）【全国商工会連合会提出用】

補助事業計画書②【経費明細表・資金調達方法】
名　称：　　　　　　　　　　
Ⅱ．経費明細表【必須記入】
（単位：円）
	経費区分
	内容・必要理由
	経費内訳
（単価×回数）
	補助対象経費
（税抜・税込）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	（１）補助対象経費合計
	

	（２）補助金交付申請額　　　（１）×補助率2/3以内（円未満切捨て）
	（a）


※経費区分には、「①機械装置等費」から「⑬外注費」までの各費目を記入してください。
※補助対象経費の消費税（税抜・税込）区分については、公募要領Ｐ.77を参照のこと。
[bookmark: _Hlk3285324]※（２）の上限は５０万円（特例事業者は１００万円）。ただし「認定市区町村による特定創業支援等事業の支援を受けた小規模事業者」および法人設立日が２０２０年１月１日以降である会社（企業組合・協業組合を含む）、または税務署に提出する開業届に記載されている開業日が２０２０年１月１日以降である個人事業主の場合は、上限１００万円（特例事業者は１５０万円）。
※以下に該当する場合には、□に☑（チェック）を入れてください。(ⅰ）・(ⅱ)に該当すれば上限が１００万円に、(ⅲ)に該当すれば上限が１５０万円に引き上がります）
　□ⅰ「認定市区町村による特定創業支援等事業の支援」を受けた小規模事業者（申請時に「特定創業支
援等事業により支援を受けたことの証明書」の添付が必須です。条件の詳細は公募要領P.48参照。）
□ⅱ　法人設立日が２０２０年１月１日以降である会社（企業組合・協業組合を含む）、または税務署に提出する開業届に記載されている開業日が２０２０年１月１日以降である個人事業主（申請時に「現在事項全部証明書または履歴事項全部証明書」、または「開業届」の添付が必須です。）
□ⅲ　様式２－１において「特例事業者に該当し、上限引き上げを希望するか否か」で「該当する」を選択した者
Ⅲ．資金調達方法【必須記入】
＜補助対象経費の調達一覧＞　　　　　　　　＜「２．補助金」相当額の手当方法＞(※３)
	区分
	金額（円）
	資金
調達先
	
	区分
	金額（円）
	資金
調達先

	1.自己資金
	
	
	
	2-1.自己資金
	
	

	2.持続化補助金（※１）
	
	
	
	2-2.金融機関からの借入金
	
	

	3.金融機関からの借入金
	
	
	
	2-3.その他
	
	

	4.その他
	
	
	
	
	
	

	5.合計額
（※２）
	
	
	
	


※１　補助金額は、Ⅱ．経費明細表（２）補助金交付申請額と一致させること。
※２　合計額は、Ⅱ．経費明細表（１）補助対象経費合計と一致させること。
※３　補助事業が終了してからの精算となりますので、その間の資金の調達方法について、ご記入ください。
[bookmark: _GoBack]（各項目について記載内容が多い場合は、適宜、行数・ページ数を追加できます。）
